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研究の概要 逆転の発想に基づき、加害側の災害の立場から、被害を大規模化するにはどのよ

うに“人間社会を攻めればよいのか”を考察して、現代社会の様々な弱点を見出す。そして、 

その中で人的被害や経済被害などが極端に増加・拡大する可能性のある「最悪の被災シナリオ」

を描き出す。そして、これらの最悪の被災シナリオに共通な部分とそうでない部分に峻別し、 

減災政策とアクションプランの提示と実行によって、「国難」とならない減災対策を構築する。

研 究 分 野：複合新領域
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１．研究開始当初の背景
 想定外の東日本大震災が起こり未曾有の
被害が発生した。これがきっかけとなって、
「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地
震・津波対策に関する専門調査会」が設けら
れ、レベル 1やレベル 2の津波が設定された
ほか、東日本大震災復興構想会議も設けられ、
復旧・復興の基本方針が打ち出されるなど、
中央防災会議において、将来の災害に向けて
の努力が精力的に行われた。とくに、国難と
なる巨大災害として南海トラフ巨大地震や
首都直下地震が候補になることがわかり、そ
のハザード特性や被害想定作業が集中的に
行われることが決定した時代であった。 
２．研究の目的
 これまでの防災・減災研究とはまったく
逆の発想を出発点にすることにした。すな
わち、国難が起こった時にどのような被害
になれば国が壊滅する危険にさらされるの
かを研究することにした。具体的には、国
難の外力、社会の防災力、防災・減災対策
の３つについて、これらの最悪の被災シナ
リオを導出して、それぞれの被害を算定し、
これを最小化する減災対策を提案する。
３．研究の方法

まず、首都直下地震と南海トラフ巨大地震
が起こった場合の最悪の被災シナリオにつ
いて、重要なものから順番に抽出する。これ
らによる被害額を算定する方法を開発し、総
被害を求めるほか、ほかの最悪被災シナリオ
群についても同じような方法で被害額を求
め、これに基づく減災対策とアクションプラ
ンを提案する。

４．これまでの成果
たとえば、首都直下地震に関する最悪の被

災シナリオは、下記のようにまとめられる。 

 南海トラフ巨大地震についても同様の最
悪の被災シナリオを導出した。一方、定性的
にしかわからない被害額の算出方法につい
ては、つぎのような独創的な手法を開発した。 
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すなわち、net 集合知に着目して、災害の
インパクトは、災害前後の新聞記事のキー
ワードの出現数の差で表されると仮定して
求めることに成功した。方法は被害額算定
装置と名付け、現在、特許申請を行ってい
る。装置はつぎの項目に対応した４つのモ
ジュールで構成されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
具体的には、被害額は次の手順で計算できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一方、政府の専門調査会の被害想定結果は、
つぎのようであり、とくに首都直下地震によ
る社会経済被害額は過小評価されているこ 
とが本研究によって明らかになった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
このような評価結果は世界で初めてのもの
であり、これによってとくに定性被害が定量
化でき、災害対策のコストベネフィット解析
に適用できるほか、復興過程における生活再
建に必要な財源なども被害額を基礎として
試算することができる。

５．今後の計画 
 総被害額の算定方法の基礎部分は開発で
きたので、応用例を多く取り上げて、手法を
完成させる予定である。そのためには本研究
の分担者による最悪の被災シナリオの提示
が必須であり、それぞれについて被害額をも
とめ、その大きさの比較から重要度を明らか
にする。また、これまで定量化できなかった
文化被害額についてもこの方法を適用する
予定である。また、本手法は「人のいのち」
の社会経済被害の算定にも応用可能であり、
今後の生命保険の掛け金の合理的決定手法
につながる可能性もあり、この点に関しても
必要な研究を進め、国難災害の阻止・軽減方
法を提示する。 
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